　家計簿調査にご協力いただく組合員のみなさんへ
                                                  ２０１５年４月　公務労組連絡会

　公務労組連絡会の「第１１回家計簿調査」へのご協力に感謝します。

　これまでも公務労組連絡会は、賃金引き上げをめざすたたかいの一環として、「家計簿調査」を実施し、人事院の「標準生計費」の問題点や最低賃金の大幅引き上げと全国一律最賃制の必要性などを具体的に明らかにしてきました。

　人事院が公表する「標準生計費」は、最低賃金や生活保護費、課税最低限度額など国民生活の最低水準の決定に際しても影響をおよぼす重要な資料ですが、２人世帯が179,580円、４人世帯が219,630円となっており、生活の実態から見てその水準はきわめて低く、日本の勤労者全体の所得水準を押さえ込む役割さえ果たしています。

　こうした中で「家計簿調査」は、生計費原則に立った賃金改善を人事院や政府、自治体当局にせまるための資料を作成するうえでも貴重なデータとして活用され、重要な意義を持っています。
　また、公務員労働者の労働基本権について、政府・与党が公務員制度改革基本法第12条や改正給与法の付帯決議に真摯に向き合う姿勢を示していない局面にありますが、労働基本権回復後の労使対等での賃金交渉を展望し、基礎データを蓄積していくという将来を見据えた取り組みともなります。
　１か月間にわたる記入は大変な労力をおかけしますが、こうした取り組みの趣旨や意義をふまえて、みなさんのご協力をお願いいたします。


	（１）「調査協力者個票」には、項目ごとに必要事項を記入してください。同居をしていない場合でも、仕送りをしている子にはその旨を「職業等」の欄に記入してください。

（２）「家計簿調査（月計表）」には、収入・支出の内訳を項目ごとにもれなく記入してください。収入計＝支出計にするために、「その他の支出」欄で調整してください。
　　なお、６月の一時金（ボーナス）は、収入から除きます。

（３）家計簿調査の「調査票（日計表）」には、「参考区分表」にしたがって、毎日の支出額を項目ごとに記入してください。
①　クレジットカード、Ｅｄｙ（エディ）等電子マネーなどで購入した場合には、購入した日に該当の項目に記入し、消費税込みの金額を記入してください。

②　固定資産税や授業料など毎月払いではない定例的な支出については、思い出せる範囲で結構ですので、日計表の最初に１か月分にした金額を記入し、集計してください。
③　手元に残ったお金（残金）や預金通帳残高（６月３０日現在の預金通帳残高から５月３１日時点の預金通帳残高を引いた額）は、３０日の「預貯金」欄に記入してください。

（４）生活実態を大まかにつかむ調査ですので、多少の誤差・不明金は気にせず、とにかく１か月続けましょう。ご自分の生活を見直すきっかけになるかもしれません。


調査票の記入にあたっての注意点








